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帯広市地域優良賃貸住宅制度要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、帯広市内において、地域における居住の安定に特に配慮が必要な子育て世帯、新

婚世帯及び高齢者世帯の居住の用に供する地域優良賃貸住宅の供給を促進するため、特定優良賃貸住

宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第５２号）、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法

律施行規則（平成５年建設省令第１６号。以下「特優賃法規則」という。）、高齢者の居住の安定確

保に関する法律（平成１３年法律第２６号）。（以下「高齢者住まい法」という。）、高齢者の居住

の安定確保に関する法律施行規則（平成１３年国土交通省令第１１５号）及び地域優良賃貸住宅制度

要綱（平成１９年３月２８日付け国住備第１６０号）（以下「法令等」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)地域優良賃貸住宅 第４条の規定により市長が認定した供給計画に基づき整備及び管理される賃

貸住宅をいう。 

(2)認定計画 第４条の規定により市長が認定した供給計画をいう。 

(3)認定事業者 市長から供給計画の認定を受けた事業者をいう。 

(4)管理事業者 認定事業者から、地域優良賃貸住宅の管理を受託する者若しくは地域優良賃貸住宅を

借り上げて管理及び賃貸をする者（以下「借上管理事業者」という。）又は自ら地域優良賃貸住宅

を整備し、管理及び賃貸をする者をいう。 

(5)子育て世帯 同居の親族のうちに小学校就学前の子がいる者又は入居者若しくは同居の配偶者（婚

姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者も含む。以下同じ。）

が妊娠している者をいう。 

(6)新婚世帯 配偶者を得て５年以内の者であって、入居者及び同居の配偶者の満年齢の合計が６０歳

以下で子のないものをいう。 

(7)所得 特優賃法規則第１条第三号に規定する所得をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この要綱において使用する用語は、法令等において使用する用語の例に

よる。   

 

（対象地域） 

第３条 地域優良賃貸住宅を供給することができる地域は、地域における多様な需要に応じた公的賃貸

住宅等の整備等に関する特別措置法（平成１７年法律第７９号）第６条第１項に規定する地域住宅計

画に定める地域優良賃貸住宅の整備を促進すべき地域で、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第７条第２項に規定する市街化区域とする。 
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（供給計画の認定申請） 

第４条 地域優良賃貸住宅の供給をしようとする者は、法令等、この要綱及び市長が別に定めるところ

により、子育て世帯向けに供給する場合又は高齢者世帯向けに供給する場合ごとに、当該地域優良賃

貸住宅の整備及び管理に関する計画（以下「供給計画」という。）を作成し、その認定を市長に申請

しなければならない。 

２ 供給計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1)地域優良賃貸住宅の位置 

(2)地域優良賃貸住宅の戸数 

(3)地域優良賃貸住宅の規模、構造及び設備 

(4)地域優良賃貸住宅の整備に関する資金計画 

(5)地域優良賃貸住宅の入居者の資格に関する事項 

(6)地域優良賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件に関する事項 

(7)地域優良賃貸住宅の管理の方法及び期間 

(8)地域優良賃貸住宅の整備の事業の実施時期 

(9)改良工事を実施しようとする建築物に関する事項（改良を伴う場合に限る。）  

(10)高齢者生活支援サービスの内容（高齢者世帯向けに供給する場合に限る。） 

(11)その他市長が必要と認めるもの 

３ 第１項の規定による認定の申請（以下「認定申請」という。）には、次に掲げる図書を添付しなけ

ればならない。 

(1)地域優良賃貸住宅の位置を表示した付近見取図 

(2)縮尺、方位、地域優良賃貸住宅の敷地の境界線及び敷地内における地域優良賃貸住宅の位置を表示

した配置図 

(3)縮尺、方位、間取り、各室の用途及び設備の概要を表示した各階平面図等 

(4)認定申請をしようとする者（以下「認定申請者」という。）が新規に建設することにより、当該認

定に係る地域優良賃貸住宅の供給をしようとする場合にあっては、当該地域優良賃貸住宅の敷地と

なるべき土地を有する者又はその土地についての建物の所有を目的とする地上権、賃借権若しくは

使用貸借による権利を有する者であることを証する書類 

(5)認定申請者が既存の住宅等の改良により、当該認定に係る地域優良賃貸住宅の供給をしようとする

場合にあっては、次に掲げる書類 

ア 当該認定申請者が当該賃貸住宅を有する者であることを証する書類 

イ 当該認定申請者が当該賃貸住宅の敷地である土地を有する者又はその土地についての建物の所

有を目的とする地上権、賃借権若しくは使用貸借による権利を有する者であることを証する書類 

(6)管理事業者の同意を証する書類 

(7)長期的な修繕の時期及び方法の計画を記載した書類 

(8)近傍同種の賃貸住宅の家賃の額を記載した書類。ただし、近隣に適切な賃貸住宅が存在しない場合

は不動産鑑定士による市場家賃の調査結果その他市長が認める書類 

(9)当該賃貸住宅事業に係る資金収支計画及び損益計画などの事業収支計画を記載した書類（改良を伴

う場合にあっては、それに準ずる書類） 
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(10)認定申請者が法人である場合においては、登記事項証明書、定款及び直前３年の各事業年度の貸

借対照表及び損益計算書 

(11)認定申請者が個人である場合においては、住民票謄本及び資産・負債を示した書類 

(12)認定申請者が法人である場合は法人及び法人代表、個人である場合は本人及び住民票上の同居親

族が、直前３年の市税、消費税、地方消費税及び町村税を滞納していないことを示す書類 

(13)その他市長が必要と認める書類 

４ 市長は、認定申請があった場合において、当該認定申請に係る供給計画が法令等及びこの要綱に定

める基準に適合すると認めるときは、認定をすることができる。 

５ 市長は、前項の規定により計画の認定を行うに当たり、第６条に規定する地域優良賃貸住宅事業者

選定委員会の意見を求めなければならない。 

 

（供給計画の認定の基準等） 

第５条 供給計画の内容は、法令等、市長が別に定める帯広市地域優良賃貸住宅整備基準のほか、次に

掲げる基準に適合しなければならない。 

(1)  地域優良賃貸住宅の戸数が、５戸以上（既存の住宅等の改良（用途の変更を伴うものを含む。）

により供給する場合は１戸以上）であること。 

(2) 地域優良賃貸住宅の整備・運営のための事業収支計画の内容は、当該整備を確実に遂行するため、

整備費等の算定が通常供給される賃貸住宅の整備費と比較して著しくかい離しておらず、かつ、管

理期間中、安定した運営ができるだけの経営、資産状況であるとともに、その所要資金が確実に調

達できると見込まれるものであること。 

(3) 地域優良賃貸住宅の管理の期間が、新規に建設することにより供給する場合は２０年間、既存の

住宅等の改良（用途の変更を伴うものを含む。）により供給する場合は原則１０年間であること。 

(4) 地域優良賃貸住宅の入居者は、入居時に、子育て世帯向けの場合は次のア、ウ、エ及びオをすべ

て満たす者、高齢者世帯向けの場合は、次のイ、ウ、エ及びオをすべて満たす者であること。ただ

し、市長が特に必要であると認めるときはこの限りでない。 

ア 子育て世帯又は新婚世帯に該当する者 

イ 高齢者世帯に該当する者 

ウ 入居世帯の所得が１５万８千円以下である者 

  エ 現に自ら居住するための住宅を必要としている者 

  オ 入居者又は同居しようとする者が暴力団員による不当な行為等に関する法律（平成３年法律第 7

7 号）第２条第６号に規定する暴力団員でない者 

(5) 地域優良賃貸住宅の家賃の設定が、次に掲げる要件を満たすものであること。 

ア 家賃が、整備予定地の近傍同種の賃貸住宅の家賃の額と均衡を失しないよう定められるもので

あること。 

イ 近傍同種の賃貸住宅がない場合、家賃が不動産鑑定による評価額を基準として定められるもの

であること。 

(6) 地域優良賃貸住宅の管理の方法は、次に掲げる者が、当該住宅を借り上げ、又は管理を受託する

ものであること。ただし、管理事業者が地域優良賃貸住宅を自ら供給し、管理する場合を除く。 
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ア 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に規定する一般社団

法人又は一般財団法人で賃貸住宅の管理を行うことを目的としたもの 

イ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づき設立された農業協同組合又は農業協同

組合連合会で、同法第１０条第５項に規定する事業を行うもの 

ウ 賃貸住宅の管理を業として行う民間法人で、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）

第３条第１項に規定する宅地建物取引業の免許を有し、賃貸住宅の管理を行うため必要な資力、

信用等において、適正と認められるもの 

エ 賃貸住宅の管理を業として行う社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第22条に規定する社会

福祉法人及び医療法（昭和２３年法第２０５号）第39条に規定する医療法人（高齢者世帯向けに

供給する場合に限る。） 

オ その他市長が地域優良賃貸住宅の管理を行うことが適当であると認めるもの 

(7) サービス付き高齢者向け住宅の登録基準を遵守し、入居者に対して、安否確認サービス及び生活

相談サービスを提供できるものであること。（高齢者世帯向けに供給する場合に限る。） 

 (8) 地域優良賃貸住宅の修繕については、法令等を遵守のうえ、計画的に行われるものであって、修

繕の時期、内容に応じた負担区分等を定めた修繕計画が、認定申請者と管理事業者で協議の上策定さ

れたものであること。 

(9) 地域優良賃貸住宅の賃貸借契約書並びに家賃及び敷金の収納状況を明らかにする書類その他の

賃貸住宅に関する事業の収支状況を明らかにするために必要な書類を備え付けるものであること。 

 (10) 認定事業者が、法人である場合は法人及び法人の代表者が、個人である場合は本人及び住民票

上の同居親族が、直前３年の市税、消費税、地方消費税、社会保険料及び町村税を滞納していない

こと。 

(11) その他地域の実情等を勘案して、市長が必要があると認める事項に適合したものであること。 

 

（地域優良賃貸住宅事業者選定委員会） 

第６条 市長は、地域優良賃貸住宅の供給計画の認定に関し、その意見を求めるために、地域優良賃貸

住宅事業者選定委員会を置く。 

２ 地域優良賃貸住宅事業者選定委員会に関し、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

（供給計画の認定の通知） 

第７条 市長は、供給計画の認定をしたときは、速やかに、その旨を認定事業者に通知しなければなら

ない。 

 

（遵守協定の締結） 

第８条 認定事業者は、計画の認定を受けたときは、速やかに、管理事業者及び市長との間で認定を受

けた計画（以下「認定計画」という。）の遵守等に関する協定を締結しなければならない。 
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（認定計画の有効期限） 

第９条 認定事業者は認定計画に定める期限内に整備に着手できないときは、当該計画に係る認定は、

その効力を失う。 

 

（認定計画の変更）  

第１０条 認定事業者は、認定計画を変更（第３項に規定する軽微な変更を除く。）しようとするとき

は、市長の認定を受けなければならない。 

２ 第４条及び第７条の規定は、前項の場合について準用する。 

３ 認定事業者は、次に掲げる認定計画の軽微な変更をしようとするときは、当該変更に係る内容をあ

らかじめ市長に届け出なければならない。 

(1)地域優良賃貸住宅の戸数の変更のうち、５分の１未満の戸数の変更（変更後の戸数が第５条で規定

する戸数以上である場合に限る。） 

(2)地域優良賃貸住宅の整備の実施時期の変更のうち、事業の着手の予定年月日の６か月以内の変更

（変更時期が会計年度を超えない場合に限る。） 

(3)資金計画の変更（増減額が、変更前の額の２割に満たないものに限る。） 

 

（整備及び家賃減額に要する費用の補助） 

第１１条 市長は、認定事業者に対して、地域優良賃貸住宅の整備及び家賃の減額に要する費用につい

て、帯広市地域優良賃貸住宅補助基準の定めるところにより、予算の範囲内において、全部又は一部

を補助することができる。 

 

（事業収支計画の作成等） 

第１２条 認定事業者は、第４条第３項第９号の事業収支計画の作成にあたっては、次の各号に掲げる

事項に留意しなければならない。 

(1)管理期間内の安定的な経営が可能な計画とすること。 

(2)適切かつ実行可能な募集戸数とすること。 

(3)長期推計に基づく、入退去率及び入居者数を勘案すること。 

(4)借入金の返済にあたっては、無理のない計画とすること。 

(5)流動性、収益性、安定性及び資金関係等の観点から単年度の財務内容が適正であること。 

(6)単年度損益及び累計損益の黒字転換の年次が適切であること。 

(7)余剰金は適切に保留し、常に適正な資金残高があること。 

(8)建物の修繕、設備、備品等の更新の費用を見込んでいること。 

(9)事業収支計画は少なくとも３年毎に見直すことになっていること。 

(10)資金を運用する場合は、安全確実な方法を選択していること。 

(11)地域優良賃貸住宅の経理及び会計が、独立したものであること。 

２ 認定事業者は、３年毎に第４条第３項第９号から第１２号までに規定する書類を市長に提出し、経

営状況の確認を受けなくてはならない。 
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（家賃等の認定及び変更） 

第１３条 認定事業者及び借上管理事業者は、家賃及び敷金の額の設定及び変更をしようとするときは、

市長の認定を受けなければならない。 

２ 市長は、社会経済状況を考慮し必要があると認める場合は、認定事業者及び借上管理事業者に対し、

家賃の変更を求めることができる。 

 

（家賃以外の徴収の制限） 

第１４条 認定事業者及び借上管理事業者は、次に掲げるものを除くほか、保証金、権利金、礼金、更

新手数料等の金品を受領し、又は入居者に不当に負担となることを賃貸の条件としてはならない。 

(1)毎月家賃 

(2)家賃の３月分を超えない額の敷金 

(3)当該住宅の共用部分の維持管理及び良好な居住環境を保持するため必要な共益費 

(4)周辺の民間相場からかい離していない額の駐車場料金 

(5)安否確認サービス及び生活支援サービス等の高齢者生活支援サービスに係る費用（高齢者世帯向け

に供給する場合に限る。） 

 

(入居者の募集方法)  

第１５条 管理事業者は、地域優良賃貸住宅の入居者を公募しなければならない。 

２ 管理事業者は、前項の規定により入居者を公募するときは、次項に規定する広告の２か月前までに

市長に届出しなければならない。ただし、空室が生じて募集する場合は、この限りではない。 

３ 第１項の規定による公募は、入居の申込みの期間の初日から起算して少なくとも１週間前に、次に

掲げる２以上の方法により広告して行わなければならない。 

(1)新聞（折込広告を含む。）への掲載 

(2)住宅整備地及び認定事業者又は管理事業者の事務所等での掲示 

(3)テレビ又はラジオ等での放送 

(4)その他の広報媒体への掲載等 

４ 前２項の規定による公募は、棟ごとに又は団地ごとに、少なくとも次に掲げる事項を示して行わな

ければならない。 

(1)賃貸する住宅が地域優良賃貸住宅である旨 

(2)地域優良賃貸住宅の所在地、戸数、規模及び構造 

(3)認定事業者及び管理事業者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地 

(4)入居者及び同居者の資格 

(5)家賃その他の賃貸の条件 

(6)入居の申込みの期間及び受付場所 

(7)申込みに必要な書面の種類  

(8)入居者の選定の方法 

(9) 地域優良賃貸住宅の管理期間 

５ 前項第６号の申込みの期間は、少なくとも１週間以上としなければならない。 
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 (入居者の選定) 

第１６条 前条により公募し、審査を行った結果、申込みをした戸数が募集戸数を超える場合において

は、管理事業者は、抽選その他公正な方法により入居者を選定しなければならない。 

 

（入居者選定の報告） 

第１７条 管理事業者は、地域優良賃貸住宅の入居者を選定したときは、速やかに入居者の選定方法、

選定された入居者の資格について、市長に報告しなければならない。 

 

(入居契約締結前の説明等) 

第１８条 管理事業者は、賃借の相手方に対し、その者が借りようとしている地域優良賃貸住宅に関し、

その賃貸借契約が成立するまでの間に、契約書及び管理規程のほか、次の各号に掲げる入居契約に係

る重要な事項を記載した書面を示し、十分に説明しなければならない。 

（1）認定事業者及び管理事業者の住所及び氏名 

（2）地域優良賃貸住宅の概要 

ア 敷地面積、建築面積、延べ面積、構造、階数及び戸数 

イ 住戸専用部分の仕様 

ウ 住宅の共用部分、入居者が共同して利用するための施設及び設備 

エ 完成時期及び入居可能時期 

オ 管理の体制 

（3）家賃、敷金及び共益費等の額及び支払方法 

（4）入居及び退去に関する事項 

ア 入居後の入居者及び同居者の資格 

イ 契約の解除事由 

ウ 連帯保証人又は身元引受人等を求める場合の条件、義務等 

エ 入居可能期間 

 

（賃貸借契約書等の作成） 

第１９条 認定事業者及び借上管理事業者と入居者は賃貸借契約書を締結するものとする。 

２ 認定事業者が地域優良賃貸住宅の借上管理事業者に対して地域優良賃貸住宅を賃貸する場合は、一

括借上契約書を締結するものとする。 

３ 認定事業者が地域優良賃貸住宅の管理事業者に対して地域優良賃貸住宅の管理を委託する場合は、

管理委託契約書を締結するものとする。 

 

（同居の承認） 

第２０条 入居者は、当該地域優良賃貸住宅への入居の際に認められた者以外の者で、帯広市地域優良

賃貸住宅制度事務取扱第１９条第３項に規定する者を同居させようとするときは、管理事業者の承認

を受けなければならないものとする。 
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（入居者の異動等） 

第２１条 入居者(入居者が死亡した場合は、同居者)は、入居者又は同居者に死亡、出生その他の異動

があったときは、管理事業者に速やかに届け出なくてはならないものとする。 

 

（入居の承継） 

第２２条 管理事業者は、入居者が死亡し、又は離婚等により地域優良賃貸住宅を退去した場合におい

て、現に同居する親族が引き続き当該地域優良賃貸住宅に居住することを希望し、管理事業者が承認

したときは、直ちに市長に報告しなければならない。 

 

(賃貸借契約の解除) 

第２３条 認定事業者及び管理事業者は、入居者が不正な行為によって地域優良賃貸住宅に入居したと

き又は入居者及び同居者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員であることが判明したときは、当該地域優良賃貸住宅に係る賃貸借

契約の解除をすることを賃貸の条件としなければならない。 

２ 認定事業者及び管理事業者は、入居者が次の各号のいずれかに該当する場合は、賃貸借契約の解除

をすることができるものとする。 

(1)家賃を一定期間以上滞納したとき。 

(2)地域優良賃貸住宅を故意に滅失し、又はき損したとき。 

(3)社会通念上、賃貸借契約の解除に該当すると認められる契約事項の違反を行ったとき。 

(4)その他賃貸借契約の解除に該当するものとして市長が別に定める場合に該当するとき。 

 

（地域優良賃貸住宅の目的外使用） 

第２４条 認定事業者は、地域優良賃貸住宅の全部又は一部について、３か月以上、第５条第４号に規

定する資格を有する入居者が確保できないときは、市長の承認を受けて、当該地域優良賃貸住宅の全

部又は一部を、子育て世帯向けに供給する場合にあっては第１号若しくは高齢者世帯に該当する者で

あって入居世帯の所得が月額１５万８千円以下であるもの、高齢者世帯向けに供給する場合にあって

は第１号若しくは子育て世帯若しくは新婚世帯に該当する者であって入居世帯の所得が月額１５万８

千円以下であるもの又は第２号に該当する者に賃貸することができる。 

(1)障害者等世帯 

(2)その他、市長が特に必要であると認める者 

２ 前項の規定により賃貸する場合においては、当該賃貸借を、借地借家法（平成３年法律第９０号）

第３８条第１項の規定による建物の賃貸借（５年を上回らない期間を定めたものに限る。以下「定期

建物賃貸借」という。）としなければならい。 

３ 管理事業者は、第１項の承認を受けた住戸について定期建物賃貸借契約を締結したときは、同契約

書の写しを速やかに市長に提出しなければならない。 

４ 管理事業者は、前項の契約に基づく入居者が退去した場合は、直ちに市長に届け出なければならな

い。 
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（整備工事に係る報告） 

第２５条 認定事業者は、地域優良賃貸住宅の整備に着手し、又は完了したときは、速やかに市長に報

告しなければならない。 

 

（管理義務等） 

第２６条 認定事業者及び管理事業者は、法令等及びこの要綱の定めるところにより、適正かつ合理的

に、認定計画に従って、管理を行わなければならない。 

 

（関係書類の整備及び保管） 

第２７条 認定事業者は、次に掲げる書類を整備し、事業完了後５年間保管しなければならない。   

(1)認定を受けた計画に関する書類 

(2)竣工図、設備仕様書等の地域優良賃貸住宅の整備に係る図書一式 

(3)賃貸借契約書 

(4)建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１２条第１項に規定する建築物に該当する地域優良賃

貸住宅については、同法第８条第２項の規定による維持保全に関する準則又は計画 

(5)一括借上契約書、管理委託契約書（認定事業者が、自ら管理する場合を除く。） 

(6)入居者ごとに、氏名、入居及び退去の時期、家賃及び敷金の額、入居者の支払額等を記入する帳簿 

(7)毎年度の収支決算書 

(8)地域優良賃貸住宅の点検及び修繕の状況を明らかにする書類 

(9)その他補助対象事業の実施状況及び補助金の執行に係る書類 

 

（管理事業者の業務） 

第２８条 管理事業者が行わなくてはならない管理業務は、次に掲げる事項とする。 

(1)入居者の募集に関すること。 

(2)入居者の資格審査及び選定に関すること。 

(3)賃貸借契約の締結及び更新に関すること。 

(4)家賃、敷金及び共益費の受領及び清算に関すること。 

(5)入居及び退去手続に関すること。 

(6)住宅の維持、修繕に関すること。 

(7)その他地域優良賃貸住宅の管理に関すること。 

 

（報告義務） 

第２９条 認定事業者及び管理事業者は、当該地域優良賃貸住宅の整備又は管理の状況について、市長

が報告を求めたときは、その日から１０日以内にその状況を報告しなければならない。この場合にお

いて、市長は、必要に応じて、現地での確認を行うものとする。 
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（改善要求） 

第３０条 市長は、認定事業者及び管理事業者が認定計画に従って地域優良賃貸住宅の整備又は管理を

行っていないと認めるときは、当該認定事業者及び管理事業者に対し、相当の期限を定めて、その改

善に必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

 

（計画の認定の取消し） 

第３１条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、計画の認定を取り消すことが

できる。 

（1）前条の規定による要求に従わないとき。 

（2）不正な手段により計画の認定を受けたとき。 

２ 第７条の規定は、市長が前項の規定による取消しをした場合について準用する。 

 

（地位の承継） 

第３２条  次の各号のいずれかに該当するときは、市長の承認を受けて、認定事業者の地位の承継を行

うことができる。 

(1)個人である認定事業者が死亡した場合 

認定事業者の死亡により相続人がその地位を承継する場合、その者は、死亡した認定事業者の

地域優良賃貸住宅に係る一切の権利及び義務を承継するものとする。 

(2)法人である認定事業者が合併した場合 

法人である認定事業者が合併し、関係法令の規定に従い消滅法人の権利、義務が存続法人又は

新設法人に承継される場合は、前号の規定を準用するものとする。 

(3)認定事業者が破産等をした場合 

認定事業者の破産等により、地域優良賃貸住宅を取得した第三者が認定事業者の地位を承継す

る場合、その者は、地域優良賃貸住宅に係る権利及び義務を取得するものとする。 

(4)その他特別な事由による場合 

前３号に掲げる場合のほか、特別な事由により、認定事業者が地域優良賃貸住宅の供給を行う

ことができなくなることが見込まれ、入居者の居住安定の観点からも、譲渡がやむを得ない状況

にあると判断される場合は、第３号を準用するものとする。この場合、新たに認定事業者となる

予定の者が地域優良賃貸住宅の所有権、賃借権等何らかの使用権原を有し、供給計画に従って、

当該地域優良賃貸住宅の供給を引続き継続する意思を有することを前提とする。 

２  前項の規定による地位の承継をしようとする者は、地位の承継の承認を市長に申請しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の申請があった場合において、法令等及びこの要綱に適合すると認めるときは、地位の

承継の承認をすることができる。 

 

（地域優良賃貸住宅の用途廃止） 

第３３条 認定事業者は、その管理する地域優良賃貸住宅が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の用途の全部又は一部を廃止することができる。 
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(1)災害、老朽化その他の理由により地域優良賃貸住宅として引き続き管理することが不適当なとき。 

(2)供給計画に定められた管理の期間を経過したとき。 

 (3)管理開始後10年以上経過し、社会・経済情勢の変化等により空家となったもので、入居者募集のた

めの措置を講じたにもかかわらず３か月以上空家であったとき。 

(4)その他特別な理由によるとき。 

２ 前項の規定による用途の廃止をしようとする者は、市長に用途の廃止の承認を申請しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の申請があった場合において、法令等及びこの要綱に適合すると認めるときは、地域優

良賃貸住宅の用途廃止の承認をすることができる。 

 

（個人情報の保護） 

第３４条 認定事業者及び管理事業者は、賃貸住宅の整備及び管理により得た個人情報について、その

漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じるよう努めな

ければならない。 

２ 認定事業者及び管理事業者は、保有する必要のなくなった個人情報を確実、かつ、速やかに廃棄し、

又は消去しなければならない。 

 

（実施の細目） 

第３５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定めるものとす

る。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年１１月１４日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２４年 ４月１０日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２４年１１月２０日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年 ２月 １日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

 


